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ＳＰコードについて

この計画書には，各ページの右下または左下にＳＰコードを印刷しており，「視覚障害者用活字文書読上げ装置」で読み取ることにより，目の不自由な方が，計画書に記載された文章を音声で聞くことができます。 
また，ＳＰコードの横の切り込みは，コードの位置を知らせるものであり，表面と裏面のそれぞれにコードがついているため，切り込みも２つとなっています。


  はじめに

[image: ]我が国の障がい保健福祉施策においては，すべての国民が，障がいの有無によって分け隔てられることなく，相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目標として，必要な制度が整備されてきました。
　本市におきましても，障害者基本法に基づき，平成18年に「函館市障がい者基本計画」（10か年計画）を策定し，さらに平成28年には，「第２次函館市障がい者基本計画」（10か年計画）を策定して，「障がいのある人が生きがいを持ち，自立し，安心して暮らすことのできる共生社会の実現」をめざし，各種障がい者施策を推進するとともに，障害者総合支援法に基づく「函館市障がい福祉計画」につきましても，これまで，平成18年度の第１期計画から，平成29年度を最終年度とする第４期計画まで，３か年ごとに策定し，障がい福祉サービス等の提供体制の整備を進めてきたところであります。
　このたび策定しました「第５期函館市障がい福祉計画」は，新たに児童福祉法により策定を義務付けられた「障がい児福祉計画」を包含しており，平成30年度からの３か年を計画期間として，第４期計画における取組状況とアンケート調査によるニーズ等に基づき，取り組むべき課題を整理し，必要なサービス量の見込みやサービス提供体制の確保策等について取りまとめたものです。
今後は，この新たな計画のもと，障がい者等の施策のさらなる推進を図ることとしておりますので，市民の皆様ならびに関係各位のより一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。
　結びにあたり，この計画の策定に関し，貴重なご意見やご提言をいただきました函館市障がい者計画策定推進委員会の委員の皆様ならびに関係団体の皆様に，心から厚くお礼申し上げます。

　　平成30年３月

[bookmark: _GoBack]　　　　　[image: ]　　　　　　　　　函館市長　　工　藤　壽　樹　
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 (
「障害者」の「害」の表記について
「害」は悪い意味で使われる文字であり，不快感があるとの意見もあることから，「障害者」に対する差別や偏見をなくする心のバリアフリーを推進し，ノーマライゼーションの理念の普及を図るため，法律や制度
に用いられる場合
を除いて，「
障
害」
を「障がい」と
ひらがなで表記しています。
)
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